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第１章 調査の全体概要 

 

本章では、調査の目的と調査概要、調査体制等を概説する。 

 

1.1 調査の背景と目的 

処分場等太陽光発電の導入促進に向けて、環境省では、平成 26～28年度の３カ年事業と

して「廃棄物処分場等への太陽光発電導入促進事業」をスタートした。「処分場等への太陽

光発電導入実現可能性調査」（以下「FS 調査」という。）は、そのうち調査段階にある処分

場等太陽光発電に対して支援を行うものであり、1)導入段階の事業への支援を行う「先進

的設置・維持管理技術導入実証補助事業」（以下「補助事業」という。）を活用可能な段階

に至るまで、強力な後押しを行うとともに、2)導入・運用ガイドラインの作成を目指す「廃

棄物埋立処分場等への太陽光発電導入促進方策等検討委託業務」に反映可能な有効な事業

手法や課題・解決策といった有用な知見等を抽出することが役割である。今年度は 3 カ年

事業の最終年に当たり、初年度の“「調査対象の選定の考え方」から「調査の具体的な方法

論」までの実現可能性の体系構築づくり・一通りの遂行”を踏まえ、事業化に向けた具体

な検討・取組み等を行い、事例集やガイドラインに掲載可能な優良事例を創り上げ、全国

の発電事業者・処分場管理者の事業実施に向けた意識を喚起することをミッションとする。 

本調査は、上記の FS 調査の役割・ミッションを踏まえ、太陽光発電の設置の検討を始め

た「長塚埋没処分地」について、当該処分場の管理者と連携して、発電見込量、事業採算

性、維持管理方法、CO2削減効果等の検討並びに概略設計等を行い、事業としての実現可能

性を調査・検討することを目的とする。 

併せて、処分場等への太陽光発電導入事業に関する課題・知見等を整理し、当該事業の

有効性を検証することにより、平成 28年度「廃棄物埋立処分場等への太陽光発電導入促進

方策等検討委託業務」において公表される導入・運用ガイドラインに反映可能な知見を抽

出することも目的の 1 つとする。 
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1.2 調査の概要 

（１）調査地全体のベースとなる検討項目・検討手法 

調査地全体のベースとなる検討項目・検討手法を表 1-1 に示す。 

 

表 1-1 実現可能性調査の検討項目と具体的な検討手法 

検討項目 具体的な検討手法 

意義、必要性、目標 処分場等管理者や検討会での意見を踏まえて意義等を設定する。 

導入位置、面積、発電最大出力、

年間発電電力見込量 

処分場等の埋設物による設置に関する制約条件や樹林や建物等

による日影を考慮したうえで発電量を算出する。 

システム(架台等を含む)概略設

計、概略施工計画 

掘削不要型の架台の採用を基本とし、設備認定に必要なレベルを

満たした設計及び施工計画を行う。CO2排出最小化にも留意する。 

発電した電気の活用方法 

全量売電を基本するが、必要に応じて処分場内施設での利用や地

域貢献方策等も検討する。対象地域内に電力供給を行う新電力会

社（PPS）がある場合には、処分場太陽光で発電した電力の需要

を調査する。 

概算事業費 
発電事業者である代表提案者（国際航業）が有する実績値等を基

にした価格（実態価格）による積算を行う。 

資金計画 H25～27 業務で実施した事業採算性の定量化をベースに、実態価

格に基づくキャッシュフローを作成。補助事業の活用の有無によ

る採算性の違いも比較する。 事業採算性 

維持管理による発電への影響予測

及びその対策 
沈下や発生ガスの影響などの条件の違いによる資金調達コスト

や保険料率の上昇について検討する。 廃棄物の自重による沈下に伴う発

電の不安定化についての対策 

モニタリング方法（項目、導入機

器等） 

既存のモニタリング項目に追加すべき項目及びその方法を検討

する。 

CO2削減効果 

H25※業務で実施した LCAの方法をベースに、系統電力と比較した

削減効果について、処分場等管理者、発電事業者等であっても容

易に算定可能な方法を検討する。 

地域住民との合意形成の方法等 

対象地の地域特性を考慮のうえ短中長期的な視点で方法を検討

する。必要に応じて反射光の影響調査（太陽光軌道解析を応用し

た時刻別分析）を行う。 

関係法令・制度 
H25～27 業務で収集した関連法制度等をもとに、必要な手続き等

を整理する。 

従前の計画等で変更が必要となる

項目とその可能性 

既存の跡地利用計画もしくは過去の住民説明会等での意見・要望

等を整理し、然るべき対応を検討する。 

必要な事務手続き等 
系統接続に関しては、可能な限り電力会社へ事前協議及び経済産

業省への設備認定の申請支援を行う。 

※環境省「平成 25 年度廃棄物処理システムにおける創エネルギーポテンシャル調査委託業務」 
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（２）調査地ごとの特徴・課題に応じた検討内容の整理に当たっての基本的な考え方 

各調査地の特徴や課題を踏まえ、表 1-1の検討項目の中から、調査地ごとの検討項目を

整理する。整理に当たっての基本的な考え方を以下に示す。 

１）「処分場等における太陽光発電に固有の課題に関する検討事項」、「環境省ガイドライ

ンの作成に向けて有用な知見が得られると期待される検討事項」を優先する。 

①廃棄物処分場の機能維持に関する視点（発生ガスや浸出水への影響等） 

②太陽光発電事業の事業継続に関する視点（地盤沈下による発電量の減少等） 

③地域との合意形成に関する視点（地域へのメリット等） 

２）別途、実施設計業務が進行中の場合は、実施設計で対応すべき事項は除外する。 

 

 

（３）長塚埋没処分地の特徴・課題等とそれに応じた重点検討内容 

調査にあたって、電話ヒアリング及び打合せを踏まえ長塚埋没処分地（銚子市）FS調査

（以下、銚子市 FS調査と称する）における重点検討内容の絞込みを行った。重点検討内容

一覧を表 1-2に示す。 

表 1-2 銚子市 FS調査における重点検討内容一覧 

No. 重点検討内容 概要 

１ 大規模場整地を踏ま

えた事業採算性の検

討 

長塚埋没処分地はくぼ地に位置しており、処分場全体においてう

ねりや傾斜が見受けられることから、太陽光事業の実施にあたっ

ては大規模な整地が必要となる。処分場の複雑な地形を考慮した

うえで、整地コストを算出し、事業採算性を試算する。 

２ 系統接続の可能性の

検討 

近年、全国的に太陽光発電事業が急激に増加し、系統に接続でき

ないエリアが多くなっていることから、本処分場において太陽光

事業を実施した場合に、系統に接続可能かどうかを検討する必要

がある。具体的には、一般送配電事業者に対して系統接続の事前

相談及び接続検討申込を行い系統接続の可否を確認する。 
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以上を踏まえた銚子市 FS調査の検討フローと市への協力要請事項を図 1-1に示す。 

検討フロー 市への協力要請事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 銚子市 FS調査の検討フローと市への協力要請事項 

 

1.4 調査の実施体制 

本調査は平成 28年度環境省委託業務として、国際航業株式会社、株式会社エックス都市

研究所、株式会社東洋設計、公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団の４社による共同実施体

制によって実施した。実施体制図を図 1-2に示す。 

４社による共同実施体制

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課

代表提案者：国際航業（株）

業務役割：業務統括、処分場等への太陽光発電導入実現可能性調査、先進的設置・維

持管理技術導入実証補助の工程・品質管理支援、処分場等太陽光発電事業

に要する付加的なコストの検証、処分場等への太陽光発電導入に係る課題

整理及び解決策の検討・提案

委託

共同提案者：（株）東洋設計

業務役割：処分場等への太陽光発電導入実

現可能性調査、先進的設置・維

持管理技術導入実証補助の工

程・品質管理支援、処分場等太

陽光発電事業に要する付加的な

コストの検証

共同提案者：（株）エックス都市研究所

業務役割：処分場等への太陽光発電導入実現可能性調査（実現可能性調査の検討事

項・手法の整理等）、先進的設置・維持管理技術導入実証補助の工程・品

質管理支援、処分場等への太陽光発電導入に係る課題整理及び解決策の検

討・提案

共同提案者：（公財）廃棄物・３Ｒ

研究財団

業務役割：実現可能性調査の検討事項・手

法の整理(関連法令・制度等)

 

図 1-2 本調査の執行体制図 

①意義、必要性、目標の設定 

②処分場の現状把握 

④システム（架台等を含む）概略設計と概略施工計画の実施 

⑤発電した電気の

活用方法の検討 

⑦概算事業費の積算 

⑥整地コストの算出 ⑨ＣＯ２削

減効果の

算定 

⑧事業採算性の検討 

⑩地域住民との合

意形成の方法等 

ヒアリングへの協力 

図面等の提供 

⑫系統接続の可能性の検討 

調査結果の照査 

（最終報告） 

打合せ（中間報告） 

⑪関係法令・制度 

③日陰の発生を考慮した太陽光パネル設置場所の検討 

⑬調査結果の取りまとめ 
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第２章 事業諸元の設定 

 

本章では、太陽光の導入地及び事業の意義･目標等の設定、周辺環境情報の収集･整理に

関する検討結果を概説する。 

 

2.1 太陽光の導入地の設定 

太陽光の導入地は「長塚埋没処分地」とした。導入地の概要を表 2-1、位置を図 2-1に示

す。 

＜処分場の特徴＞ 

○昭和 52年 3月「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場の技術上の基

準を定める命令」適用以前に設置された処分場であるため、当時の地形図や埋立計

画等の詳細なデータが整備されていない。 

○処分場はくぼ地に位置しており全体的に起伏の激しい地形となっている。また、処

分場には０～４mの草木が生い茂っている。 

○埋立終了から 20年以上経過しているが、発生ガスが廃止基準を満たしていないこと

から廃止の見込みがたっておらず、維持管理費用として年間約 400 万円かかってい

る。 

表 2-1 太陽光の導入地の概要 

管理者 銚子市 

所在地 千葉県銚子市長塚町 6-4261-1 

処分場等の種類 一般廃棄物最終処分場 

被覆施設の面積

(㎡) 
31,697 ㎡ 

設置時期 1975年 

埋立開始時期 1975年８月 

処分場の状況 埋立終了 埋立完了時期 1988年８月 

埋立内容物 

・不燃ごみ（直接搬入含む）54％ 

・未焼却可燃ごみ 13％ 

・焼却残渣 13％   

・溝汚泥 17％ 

・し尿処理場脱水ケーキ 4％ 

破砕の有無 －（不明） 

破砕後のサイズ －（不明） 覆土厚 50cm以上 

遮水工の有無 無し 遮水工の種類 － 

構造基準･維持管

理基準･処理基準

(処分基準)への

適合 

適合(旧基準省令)   
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図 2-1 処分場の図面及び現地写真 
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2.2 事業の意義･目標等の設定 

上記 2.1を踏まえ、事業の意義･目標等を以下のとおり設定した。 

＜事業の意義･目標等＞ 

○全国には本市と同様に埋立は終了したものの、廃止基準を満たさず維持管理費の負担

に困っている処分場管理者は多い。そのような処分場管理者にとって参考となるよう

なモデルケースを目指す。 

○民間事業者への土地貸しによる民間主導型のビジネスモデルの構築を目指す。 

 

2.3 周辺環境情報の収集･整理 

長塚埋没処分地は市の南部を横断する国道 126 号線の北部に位置している。当該処分場

は下総台地上にあり、台地からやや傾斜して谷地に向かう山林・雑種地となっていたくぼ

地を掘り下げて設けたもので、処分場の周辺は畑地となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2-1 処分場南側の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2-2 処分場を西側の入り口から北東方向に見た様子 

処分場 
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最近隣民家は処分場と隣接しているものの、処分場から見て北方向に位置していること

から、パネルを南向きに設置することを想定すると光害の影響はないものと考えられる。

ただし、パネルを設置することによる景観の変化に関して配慮する必要がある。 

 

 

図 2-2 近隣民家との位置関係 

 

近隣民家 
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第３章 施設計画 

 

本章では、太陽光発電設備の設計条件、概略設計、年間発電電力見込量の算出、架台･基

礎の概略設計、その他の検討等の結果を概説する。 

 

3.1 太陽光発電設備の設計条件 

太陽光発電設備の設計条件は以下のとおり。 

＜太陽光発電設備の設計条件＞ 

○導入位置：長塚埋没処分地 

○方位角：0度 

○傾斜角：10度 

○パネル間の距離：冬至に 6時間日照を確保できる距離、周囲のメンテナンス通路幅：５m 

○ガス管を避けてパネルを配置 

 

 

3.3 太陽光発電設備の概略設計 

上述 3.1 を踏まえ太陽光発電設備の概略設計を行った。概略設計の結果を表 3-1 に、太

陽光発電設備の導入位置を図 3-1に示す。概略設計の結果、導入面積は約 24,125㎡、発電

最大出力は 1,825kWと想定された。 

 

表 3-1 太陽光発電設備の概略設計結果 

敷地面積 約 24,125 ㎡ 

フェンス内面積 約 19,947 ㎡ 

フェンス長 約 743 ｍ 

太陽光パネル（単体） 265 W 

太陽光パネル総量 
1,825 kW 

6,885枚 

パワーコンディショナ 
1,500kW 

500kW×３台 
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図 3-1 太陽光発電設備の導入位置 
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3.4 年間発電電力見込量の算出 

発電電力見込量は下式により算出した。 

年間発電電力見込量（kWh/年）  

＝発電最大出力（kW）×日射量（kWh/㎡・日）×365日×総合設計係数※１  

÷標準日射強度※２（kW/㎡） 

※１  総合設計係数とは、直流補正係数、温度補正係数、インバータ効率、配線損失等を考慮した値

であり、「大規模太陽光発電設備導入の手引書」（NEDO／平成 23 年 3 月）では 0.65～0.8 程度

としている。参考までに JIS C 8907:2005 太陽光発電システムの発電電力量推定方法より、以

下の値と式を用いて算出したところ 0.80 となる。また、「平成 29 年度以降の調達価格等に関

する意見」（調達価格等算定委員会）によると平成 29年度の調達価格の算定においては、設備

利用率は昨年度の 14％から 15.1％に上昇したものを採用されていることから、本検討では、

初年度の総合設計係数を 0.86（0.80×15.1/14=0.86）とし、年ごとの減水率を 0.5％見込むも

のとした。 

     KHD：日射量年変動補正係数 0.97    KPD：経時変化補正係数 0.95  

     KPA：アレイ回路補正係数 0.97      KPM：アレイ負荷整合補正係数 0.94  

     ηINO： インバータ実効効率 0.95  

総合設計係数＝KHD×KPD×KPA×KPM×ηINO 

＝0.97×0.95×0.97×0.94×0.9＝0.8  

※２  地球大気に入射する直達太陽光が通過する路程の、標準状態の大気に垂直に入射した場合の路

程に対する比をエアマス（AM）という。AM1.5 のときの日射強度を標準日射強度といい、1kW/

㎡となる。 

 

導入地の日射量、気温及び上式により算出された発電電力見込量を以下に示す。 

○日射量：年平均 3.94kWh/㎡・日  （NEDO MONSOLA-11 観測地点：銚子市より） 

○気温：年平均 15.4℃ 

○年間発電電力見込量（初年度）：約 2,257,098kWh/年 
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3.5 架台・基礎の概略設計 

架台・基礎の種類・置き方は、①コスト、②環境影響の２つの観点から検討することと

した。検討結果を表 3-2に示す。 

長塚埋没処分地の場合、覆土厚が不明確であることから、スクリュー基礎と FX鋼管基礎

は使用困難と考えられる。そのため、コンクリート架台の中でも比較的コストの安い「コ

ンクリート架台・基礎（単独）」が適していると考えられる。 

 

表 3-2 架台・基礎の種類・置き方に関する検討結果 

架台・基礎 概要 
コスト（例） 

（1kWあたり、工事費込） 
環境影響 

スクリュー杭基礎 

 
 

スクリュー杭を

打込む工法。使用

後は有価物とし

て売却可能。 

1.5～2.5万円 

（国際航業㈱実績よ

り） 

地面への荷重あり 

（覆土を突き破る可

能性） 

FX鋼管基礎 

 
 

鋼管を打込む工

法。使用後は、有

価物として売却

可能。比較的浅い

打込みで強度を

確保できる。 

約 2.5万円 

（㈱トーエネック実

績より） 

地面への荷重あり 

（覆土を突き破る可

能性） 

コンクリート架台・基礎（連結） 

 
 

現場で型枠設置、

鉄筋組立、コンク

リート打設を行

う工法。基礎は全

体として連続し

ている。最も一般

的な構造。 

2.5～3.5万円 

（国際航業㈱実績よ

り） 

地面への荷重大 

コンクリート架台・基礎（単独） 

 
 

施工手順は上記

連結と同じ。各基

礎は独立した凸

型の形状をした

構造。 

1.5～2.5万円 

（発電事業者ヒアリ

ング結果より） 

地面への荷重やや大 
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3.6 大規模整地計画とコストの算出 

 長塚埋没処分地はくぼ地に位置しており、処分場全体においてうねりや傾斜が見受けら

れることから、太陽光事業の実施にあたっては大規模な整地が必要となる。処分場の複雑

な地形と埋立物の位置を考慮したうえで整地コストを算出した。 

 

（１）造成計画 

 「平成 13年長塚埋没処分地緑化整備環境調査業務報告書」を参考に、廃棄物層の位置を

確認し、太陽光発電設備を設置するための造成計画図を作成した。作成した造成計画図を

図 3-2～7に示す。なお、図中の緑部分は盛土を示している。 
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図 3-2 造成計画図（平面図） 

NO.0 
NO.1 NO.2 

NO.3 NO.4 NO.5 NO.6

 
NO.3  

NO.7 

NO.8 NO.9 NO.10 NO.11 

NO.12 NO.13 NO.14 NO.15 
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図 3-3 造成計画図（断面図） 
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図 3-4 造成計画図（断面図 No.0～3）
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図 3-5 造成計画図（断面図 No.4～7） 
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図 3-6 造成計画図（断面図 No.8～11） 
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図 3-7 造成計画図（断面図 No.12～15） 
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（２）整地コストの算出 

国土交通省が定める土木工事積算基準に基づき、樹木伐採～盛土輸送～整地までのコストを積

算した結果を表 3-3に示す。整地コストは約 7,100 万円となった。なお、整地用の盛土は利根川

河川の浚渫工事に伴い発生した残土（現在仮置き中だが利用計画がないもの）を活用することを

想定している。そのため盛土については輸送費のみ積算している（浚渫残土の仮置き場は、長塚

埋没処分場から直線距離で 4.5ｋｍ、人口集中地区（DID 区間）を通る）。 

  

表 3-3 整地コストの算出結果 

種別 細別 数量 単位 単価 単位

伐木・積込 21,131 ㎡ 185 円/㎡ 3,898,904 円

ダンプトラック輸送 21,131 ㎡ 17 円/㎡ 351,435 円

処理費用 10 ｔ 20,000 円/t 200,000 円

4,450,339 円

6,675,508 円

敷鉄板 1 式 1,000,000 円 1,000,000 円

ダンプトラック輸送 24,881 ㎥ 1,042 円/㎥ 25,926,002 円

26,926,002 円

40,389,003 円

掘削 12,001 ㎥ 300 円/㎥ 3,600,300 円

盛土 33,194 ㎥ 200 円/㎥ 6,638,800 円

切土法面整形 326 ㎡ 800 円/㎡ 260,800 円

盛土法面整形 1,836 ㎡ 700 円/㎡ 1,285,200 円

植生工 2,162 ㎡ 200 円/㎡ 432,400 円

U型側溝 821 ｍ 4,900 円/ｍ 4,022,900 円

16,240,400 円

24,360,600 円

※国土交通省土木工事積算基準(平成25年度版)、建設物価（2015,10）等により単価を設定

※一般管理費を直工費の50％として計算

47,616,741 円

71,425,111 円

金額

直工計

工事費合計（一般管理費含む）

樹木伐採

整地

盛土輸送

直工

工事費（一般管理費含む）

直工

工事費（一般管理費含む）

直工

工事費（一般管理費含む）
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3.7 塩害に関する対策検討 

 長塚埋没処分地は海岸より約２km の地点に位置している。塩分を多く含む潮風の影響で

モジュールの配線や金属製の架台などが錆びやすくなることから、事業の実施にあたって

は、塩害に対して一定程度の配慮を行う必要がある。本項ではその対策例等を整理した。 

 

（１）塩害地域について 

 一般的には海岸から 500m 以内を「重塩害地域」、海岸から 2km 以内を「塩害地域」と区

別されている。長塚埋没処分地は海岸より約２km の地点に位置していることから塩害地域

に該当する。 

 

図 3-8 塩害地域の定義 

出典：太陽光ビジネス HP（http://taiyo-biz.jp/） 

（２）塩害への対策例 

 塩害対策の手段としては防腐性・防錆性に優れた機器を選定することや、絶縁を強化す

ることが考えられる。塩害対策製品の一例を表 3-4に整理した。 

表 3-4 塩害対策製品の一例 

製品例 対策 

京セラ㈱ 

太陽電池モジュール 

・受光面は強化されたガラス（白板熱処理ガラス）、裏面は耐候性に

優れた複数積層のフィルム（バックシート）、フレームにはアルミ

ニウム合金に各種表面処理（アルマイト処理、電着塗装）を実施。 

・内部の太陽電池セルを透明な樹脂等の薄層で封入すること（完全密

封）により、湿気･ホコリ等から保護。 

・コネクターは防塵・防水構造となっている。 

出典：京セラ HP「太陽光発電システムに関する補足事項」 

京セラ㈱ 

ラックシステム 

・陸屋根・地上設置向けは溶融亜鉛めっき鋼材を塗装。 

・一部の高耐荷用ラックに ZAM（溶融亜鉛-アルミニウム-マグネシ

ムめっき鋼板）が使用されている。 

出典：京セラ HP「太陽光発電システムに関する補足事項」 

三菱電機㈱ 

太陽電池モジュール 

・耐候性に優れた複数積層構造の PET フィルムを採用。 

・モジュールのフレームやネジ類・取付部材についても耐蝕性に優れ

たメッキ処理を実施。 

出典：三菱電機 HP「公共・産業用太陽光発電システム太陽電池モジ

ュール」 
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第４章 概略施工計画 

 

本章では、太陽光発電設備等の施工計画、工事工程表等に関する検討結果を概説する。 

 

4.1 太陽光発電設備等の施工計画 

第 3章に示した検討結果を踏まえ、太陽光発電設備等の施工の項目を表 4-1に示す。 

 

表 4-1  施工項目 

施工項目 内容 

造成・整地 太陽光パネルを設置する場所の造成、整地が必要な場合に実施。 

基礎工事 コンクリート基礎の搬入、設置。 

架台組立 架台の搬入、組立を行う。 

太陽光パネル設置 太陽光パネルの搬入、架台の取り付けを行う。 

電気工事 引込内線工事、埋設管路工事、キュービクルの設置、パワーコンディ

ショナの取り付け、配線工事、鉛管監視システムの設置を行う。 

電力会社側工事 配線増強工事、電力会社供給用メーターの設置等を行う。 

検査 太陽光パネル取付検査、施主検査、絶縁抵抗測定を行う。 

運転開始 電力会社立会いのもと、システムの連系運転を開始する。 

 

また、施工において留意することが望ましい事項を以下に示す。  

＜施工上の留意事項＞  

○墜落災害、車両災害、火災災害、第三者災害等、事前に予想される災害の防止  

○工事の PR、作業場所周辺への環境対策、騒音対策、地元住民への配慮、苦情等の対策  

○電力使用量の節減、事務用紙購入枚数の削減、古紙リサイクル率の向上、産業廃棄物

リサイクル率の向上等、環境への配慮  

○工程管理  

○品質管理 
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4.2 工事工程表 

施工計画を踏まえ工事工程表（案）を表 4-2のとおり作成した。想定施工期間は、約 13

ヶ月となった。なお、電力会社側工事については東京電力パワーグリットへの接続検討申

込の回答により実際に必要となる工事期間が判明するため、実際の工期はこれよりも短縮

される可能性がある。 

 

表 4-2 工事工程表（案） 

日程（ヶ月） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

土木 

工事 

造成・整地              

基礎工事              

架台組立              

太陽光パネル設置              

電気工事              

電力会社側工事※              

検査              

運転開始             ● 

※東京電力パワーグリットへの接続検討申込の回答により、実際に必要となる工事期間が判明する。 

 

 

4.3 系統接続の可能性の検討 

 東京電力パワーグリット㈱に対して系統接続の事前相談を行い系統接続の可否を確認し

た。その結果、近隣の連系ポイントにおける高圧連系（6.6kV）の空き容量は 0kWとの回答

であった。系統接続には上位系統の対策工事が必要となる。対策工事の計画はあるが、当

該区域の施行時期は未定であるとのことであった。
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第５章 発電した電気の活用方法の検討 

 

本章では、既存事例調査、本事業に求められる条件、本事業に相応しいと考えられる事

業スキーム（案）等に関する検討結果を概説する。 

 

5.1事例となる事業スキーム 

平成 27年度調査結果から整理したニーズを踏まえ有望と考えられる事業スキームを選定

した結果を表 5-1に示す。各種ニーズに対応した 6つの事業スキームを選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-1 検討対象とする事業スキーム 

事業 

ｽｷｰﾑ
No 

基本とな
る事業ス
キーム 

付加することが
適当と考えられ
るオプション 

事業スキームの名称 選定理由 

SC1 民間主導
型 

民間主導型 民間主導事業スキ
ーム 

管理者が土地を提供して民間事業
者が事業を推進する。 

SC2 売電収益の一部
を地域に還元 

売電収益地域還元
スキーム 

一般的な太陽光事業では民間事業
者が市民ファンドや基金設立によ
り地域に売電収益を事例が増えて
いる。 

SC3 災害時に電力の
一部を防災拠点
に供給 

災害時対応スキー
ム 

既存事例では災害対策の面から地
域に貢献する事例が多く見られ有
効な事業スキームと考えられる。 

SC4 公共主導
型 

電力の一部を処
分場及び関連施
設で使用 

処分場施設内電力
利用スキーム 

処分場機能の維持管理施設の費用
負担の軽減に役立つことから自治
体にニーズがあると推測される。 

SC5 電力を地域の公
共施設や地域家
庭へ供給 

電力地域供給スキ
ーム 

地域のエネルギー自給率向上及び
災害対策の面から今後ニーズが高
まることが予想される。 

SC6 公民連携
型 

上下分離スキー
ム 

 

上下分離スキーム 土地の整備・管理を公共、発電事業
を民間事業者が請け負うことによ
りリスク分担が図られる。 

 

 

 

・環境政策や市民ファンドを通じて地域に収益・メリットを地域還元したい 

・災害時に利用できる蓄電池をしたい 

・（自治体が）事業者となって事業を実施したい。 

・税収入の増加につながる施策としたい。 

・初期投資の負担をなるべく軽くした事業としたい。 

・発電した電気を処分場維持管理施設内で利用し、費用負担を軽減したい。 

・地域ぐるみで「責任・役割」と「収益還元」を公平に分配できる事業実施体制ができないか。 

・電気事業法の改正を活かした地域内自家消費の事業ができないか。 

＜平成 27年度調査結果から整理したニーズ（抜粋）＞ 
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5.2 本事業の事業スキームに求められる条件 

銚子市との協議の結果、銚子市 FS 調査における事業スキームに求められる条件は、「維

持管理費用の負担を最大限軽減でき、銚子市の財政に負担の少ないスキームで事業を行う

こと」である。 

 

5.3 本事業において検討対象とした事業スキーム 

 上述 5.2を踏まえ、本事業において検討対象とする事業スキームを設定した。結果を表

5-2に示す。系統接続の停滞状況を考慮し、連系の可能性が比較的高いと考えられる C:自

家消費型事業スキームも検討した。 

 

表 5-2 本事業において検討対象とした事業スキームの概要 

事業スキーム 概要 

A 
民間主導型による一般電気

事業者への売電スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間事業者が事業主体となり、資金調達や事業計画等を行い、

FITを活用して売電により収入を得る事業スキーム。銚子市は

土地貸しを行う。 

B 

民間主導型による一般電気

事業者への売電スキーム 

（整地費用を銚子市が負

担） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間事業者が事業主体となり、資金調達や事業計画等を行い、

FITを活用して売電により収入を得る事業スキーム。銚子市が

整地費用を負担し、土地貸しを行う。 
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C 
公共主導型による自家消費

型事業スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 銚子市内の公共施設に電力供給するスキーム。銚子市が発電

事業者となる。 

※詳細は 6.3 公共主導型による自家消費型事業スキームの検

討を参照 
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第６章 概算事業の算定と事業採算性の検討 

 

本章では、概算事業費の算定、事業採算性の検討等の結果を概説する。 

 

6.1 概算事業費の算定 

（１）売電単価の設定 

事業採算性を重視した全量売電を前提とした。売電単価は平成 29年度の調達価格※1を使

用することとした。なお、調達価格は毎年見直され、年度末に次年度の価格が決定される。

非住宅用（10kW以上）調達価格を表 6-1に示す。  

※1調達価格とは、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成 23年

法律第 108号）第 3条の調達価格のこと。 

 

表 6-1 非住宅用（10kW以上）調達価格 

項目 平成 29年度 

調達価格（税抜） 21 円/kWh 

調達期間 20 年 

出典：「平成 29年度調達価格及び調達期間に関する意見」経済産業省調達価格等算定委員会 

 

（２）資金計画 

資金調達は、事業性を比較するため、代表実施者（国際航業（株））の実績値を基により

一般的な比率として、基本的に建設コストの 75％を金融機関より借入れ、自己資金 25％と

設定した。 

 

（３）事業採算性の評価条件の設定 

事業採算性の評価には、一般的に投資事業の判断指標で用いられる IRR（内部収益率）※2

を用いる。指標の定義と事業化の一般的な目安を表 6-2に示す。 

※2 IRR（Internal Rate of Return）とは、投資に対する利回り（収益性）を表すもので、投資プロ

ジェクトの正味現在価値（NPV）がゼロとなる割引率のことをいう。投資によって得られると見込

まれる利回りと、本来得るべき利回りを比較し、その大小により判断する。 
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表 6-2 評価指標の定義と事業化の一般的な目安 

指標名称 指標の定義 
事業化の 

一般的な目安 

PIRR 

 

Project Internal Rate of Return：プロジェクト IRR 

投資額を資本金+借入金（全投資額）、キャッシュフロー

として融資に対する返済額を含まないフリーキャッシュ

フローを用いて算出する内部収益率。 

投資額＝Σ(n年後のﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ/(1+R)n) R：PIRR 

4～8％以上 

EIRR 

 

Equity Internal Rate of Return：配当 IRR 

投資事業を純粋な株式投資と見立てた場合の指標。投資

額を自己資本（資本金+株主融資）、キャッシュフローを当

期余剰金として算定する内部収益率。 

投資額＝Σ(n年後の当期余剰金/(1+R)n) R：EIRR 

8～10％以上 

DSCR 

 

Debt Service Coverage Ratio：元利金返済カバー率 

融資機関から見た、返済される金額に対してどれくらい

の余裕があるかをチェックする指標。 

DSCR=(返済前のキャッシュフロー)/返済額（元利金） 

1.30～1.50 

以上 

 

図 6-1 IRRの概念図 
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（４）各コストの設定 

事業採算性を把握するためには、建設コスト、系統連系工事負担金、その他開発コスト、

運営管理費、借入金利、保険料、パワーコンディショナ交換費用、施設撤去費を設定する

必要があり、表 6-3のとおり各コストを設定した。 

表 6-3 各コストの設定 

建設 

コスト 

※設定前提 

・調達価格等算定委員会では、24.4 万円/kW（税抜き）という調達

価格を算出している。しかしながら本値は各候補地の特徴や建設

コストの実情と乖離があることから、本報告では、EPC 業者への

ヒアリングや実績ベースでの単価を設定することとする。 

・太陽光モジュールについては、実績のある国産メーカー製を採用

することとする。 

長塚埋没 

処分地 

・基礎は現場打ちコンクリート orコンクリート式連続ゲタ基礎を採

用する。 

・整地コストとして 7,100 万円の費用が発生する。 

以上の条件を考慮し、以下の通り建設コストを設定した。 

建設コスト（スキームＡ）  23.9万円/kW 

建設コスト（スキームＢ）  20.0万円/kW 
※上記の金額には系統連系工事負担金を含まない。 

系統連系工事 

負担金 

・【高圧連系】連系候補地への距離・連系希望系統の空き状況によ

り大きく異なるが、本業務では調達価格等算定委員会の 1.35万円

/kWと設定した。 

その他開発 

コスト 

・現地調査費用、設計費用、系統連系協議費用（高圧のみ）、法令

許認可確認作業、地域貢献費用等の太陽光発電設備の開発のため

に必要な費用※をいう。 
※地域貢献の一貫として用いられる自立運転機能付きパワーコンディショナ

（10kW以上）にかかる追加費用や、発電量等の表示パネル等の整備のこと。自

立運転機能付きパワーコンディショナは、自立運転機能のないものと比較する

と 2～3割程度割高になるため、そのコスト増加分を追加費用としてみている。 

・当該コストは規模に比例して費用が嵩むことから、建設コストの

5％と設定した。なお、調達価格等算定委員会では、詳細なコスト

項目を積み上げていないため、より実態的なコストとするために

国際航業(株)の調査によって費用を設定した。 

運営管理費 

（修繕費） 

昨年度の調達価格等算定委員会が算出した値が概ね必要コスト通り

と見込まれることから、建設コストの 0.84％/年と設定した。 

借入金利 

・借入金利は事業者の業績や担保の有無、これまでの金融機関との

取引状況により大きく異なるため、ここでは発電設備以外の担保

を設定しない条件で、金融機関との取引履歴が少ないことを想定

し、日本政策金融公庫の基準利率を参考にし、年利 2. 0％（借入

期間 15年）と設定した。 

保険料 

・一般的に保険料は建設コストに応じて比率で算出することが多い。

数箇所の発電事業における保険料実績から、建設コストの 0.25％

/年と設定した。 

・当該保険料は火災保険（建物に起因する火災により被害を受けた

場合、調達価格の 100％の保険が受けられる）、利益保証保険（売

電収入の 3ヶ月分）、損害賠償保険（5 億円/対人、5億円/対物）

が含まれている。 
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パワーコンディショナ

交換費用 

・パワーコンディショナは 10 年程度が寿命といわれており、20 年

の売電事業期間中に一度入替え、若しくはオーバーホールをする

必要があることから、1 年目～10年目までの間 11年目の入替え費

用を毎年積立計算する条件とした。 

・オーバーホールをするより入れ替えの作業に費用がかかるため、

本費用設定においてはオーバーホールをする場合の現在の一般的

なパワーコンディショナ費用である 2万円/kW・年とした。 

施設撤去費用 

・事業終了後、施設を撤去することを想定し、パワーコンディショ

ナ交換費用積立終了後の 11 年目～20年目までの間、毎年撤去費

用を積立計上する条件とした。 

・費用設定においては、昨年度の調達価格等算定委員会の根拠とし

て用いられた建設費の 5％を必要撤去費用とし、当該費用を 10年

間で分割積立する計算とした。 

土地賃借料 

・調達価格等算定委員会では地上を想定し 150円/㎡・年の使用料を

算定根拠としているが、全国の公募事例を見ると、規模・日射量・

形状等により決定貸付料には大きな差が生じている。 

・本調査では土地所有者や施設所有者等が示す条件により設定する

こととする。 

 

これら各コストの設定を踏まえ、表 6-4、6-5 に必要コストを整理した。なお、公共主導

型による自家消費型事業スキーム（C）は 6.3項において別途検討した。 

 

表 6-4 基本事業スキームの初期投資、維持管理費、その他費用の一覧 

 
A：民間主導型 

事業スキーム 

B：民間主導型 

事業スキーム 
（銚子市が整地費用を負担） 

初期 

投資 

建設コスト 23.9万円/kW 20 万円/kW  

系統連系工事負担

金 
1.35万円/kW 

その他開発コスト 建設コストの 5％ 

維持 

管理費 

修繕費 建設コストの 0.84％ 

借入金利・借入期間 ２％・15 年 

保険料 建設コストの 0.25％ 

土地賃借料 125円/㎡ 

その他費用 

パワーコンディショ

ナ交換積立（前半 10

年のみ） 
２万円/kW 

施設撤去費用（後半

10年のみ） 
建設コストの 5％ 
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6.2 事業採算性の確認 

 事業スキーム毎の事業性試算結果を表 6-5に、それぞれのシミュレーション結果を図 6-2

～3 に示す。税引前 PIRR に着目すると、A：民間主導型事業スキームでは 3.01％であり目安

となる５％を下回る結果となったが、B：民間主導型事業スキーム（銚子市が整地費用を負

担）の場合では PIRR＝5.36％となり、事業が成り立つことが示された。どちらの事業スキ

ームにおいても、年間の土地賃借料約 300 万円が銚子市に支払われるため、処分場の維持

管理費用の負担軽減につながる。 

 

表 6-5 事業スキームの事業性試算結果 

 A B 

民間主導型事業スキーム 
民間主導型事業スキーム 
（銚子市が整地費用を負担） 

初期投資 482,495,636 円 407,781,338 円 

 

建設コスト 436,061,475 円 364,905,000 円 

系統連系工事負担金 24,631,088 円 24,631,088 円 

その他開発コスト 21,803,074 円 18,245,250 円 

年間維持管理費 7,768,695 円 6,993,090 円 

 年間の修繕費 3,662,916 円 3,065,202 円 

年間の保険料 1,090,154 円 912,263 円 

年間の土地賃借料 3,015,625 円 3,015,625 円 

年間の売電収入 42,884,982 円 

～    

47,386,720 円 

42,884,982 円 

～    

47,386,720 円 

20 年間の売電収入 902,717,020 円 902,717,020 円 

投資回収年数※1 14.4年 10.7年 

税引前 PIRR 3.01％ 5.36％ 

EIRR 1.41％ 5.42％ 

FCF平均額※2 7,601,314 円 10,418,735 円 

※1 投資回収年数：初期投資÷（年間の売電収入－年間維持管理費（修繕費、保険料、土地賃

借料）） 

※2 FCF：営業利益に税金、返済金、利息、減価償却費、その他積立金の増減を加味した年間の

純現金収支のこと。 
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図 6-2 シミュレーション結果：A整地費用込み 
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図 6-3 シミュレーション結果：B整地費用を含まない 
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6.3 公共主導型による自家消費型事業スキームの検討 

（１）自家消費型事業スキームの概要 

 自家消費型事業スキームの概要を図 6-4 に示す。長塚埋没処分地の敷地内には電力需要

を持つ施設が存在しないため、自己託送制度を活用し、託送供給による自家消費型事業ス

キームの検討を行うこととした。自己託送制度とは経済産業省により 2014年４月に施行さ

れた、企業等が工場などで自家発電した電力を、一般送配電事業者の送配電ネットワーク

を利用して離れた場所にある事業所や施設へ供給できる制度である（図 6-5）。また、本ス

キームでは、地域貢献の一環として可動式の蓄電池を設置し、災害時・非常時には地域住

民へ電源を供給することを想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-4 自家消費型事業スキームの概要 

 

図 6-5 自己託送制度における供給行為の整理 

出典：経済産業省「自己託送制度に係る指針」,H26.4 

一般送配電事業者

託送料金

銚子市
処分場管理者
発電事業者

公共施設
配電

電気代

災害時の
電力供給

地域住民

地域の建設会社

工事代金

電力

一般電気事業者

配電

公共施設
配電

電気代

一般電気事業者

配電

…
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（２）供給先施設の検討 

 銚子市から入手した供給候補先公共施設（高圧受電の施設）の平成 27年度の電力使用量

と電力料金のデータを基に、自家消費型事業スキームにおける供給先を検討した。現状の

契約電力単価を比較した結果を表 6-6に示す。現状の契約単価が高い、①勤労コミュニティ

センター、②保健福祉センター、③銚子市庁舎、④銚子市衛生センターの順に供給することで

電力料金の削減効果を最大限に発揮することが出来ると考えられる。なお、以下に示した

電力単価は電力使用量と電力料金の実績値に基づいて単純割戻しを行った結果であり、実

単価に対して過大評価をしている可能性がある。したがって、詳細検討にあたっては基本

料金と従量電力料金を加味した電力単価を求める必要がある。 

 

表 6-6 供給候補先公共施設の契約電力単価の比較（Ｈ27実績より） 

  

年間電力使用量 

（Ｈ27実績） 

kWh 

年間電力料金 

（Ｈ27実績） 

円 

単価 

円/kWh 

銚子市衛生センター 1,446,445 28,540,527 19.7 

銚子市一般廃棄物最終処分場 189,134 3,600,180 19.0 

銚子市庁舎 960,416 20,217,763 21.1 

勤労コミュニティセンター 18,897 733,597 38.8 

保健福祉センター 233,921 7,293,390 31.2 
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（３）事業採算性の検討 

①概算事業費の算定 

 各コストの設定（表 6-3）に基づき自家消費型事業スキームのコストを設定し、概算事業

費を算定した。自家消費型事業スキームのコスト一覧を表 6-7 に、20 年間の概算事業費を

表 6-9 に示す。なお、本スキームでは東電パワーグリット㈱の接続送電サービス料金表を

参考に、表 6-8の通り自己託送に係るコストを設定している。 

 以上を踏まえ自家消費型事業スキームにおける 20年間の概算事業費を算定した結果を表

6-9 に示す。20 年間の概算事業費は６億 1,765 万円と算定された。また、20 年間の概算事

業費より電力単価を算出した結果を表 6-10に示す。太陽光発電事業による電力単価は 14.4

円となり、現状の電力料金単価（表 6-6）よりも安価であった。 

 

表 6-7 自家消費型事業スキームの設定初期投資、維持管理費、その他費用の一覧 

初期 

投資 

建設コスト 23.9万円/kW 

その他開発コスト 建設コストの 5％ 

補助金※1 
建設コスト、開発コスト、自己託送工事費 

の３分の２を補助 

自己託送工事費 表 6-8を参照 

維持 

管理費 

修繕費 建設コストの 0.84％ 

借入金利・借入期間 0.25％・15年 

保険料 建設コストの 0.25％ 

土地管理費用 

（民有地の借地料等） 
80 万円 

自己託送料金 表 6-8を参照 

その他費用 

パワーコンディショナ交換積立

（前半 10年のみ） 
２万円/kW 

施設撤去費用（後半 10年のみ） 建設コストの 5％ 

非常時の電源供給設備※2 380万円 
※1 補助金：環境省平成 29年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（再生可能エネルギー電気・熱

自立的普及促進事業）を想定。 

※2 可動式蓄電池「パワーイレ・スリー」蓄電池容量 2.5kWh×２台（90万円/台）及び自立運転型コンセ

ント付パワコン（200万円/台）の設置を想定。 

 

表 6-8 自己託送に関連するコスト設定 

託送料金 
（東電パワーグリット㈱自己託送Ａ高圧標準接続送電サービス） 

基本料金 545.40 円/kW 

電力量料金 2.30円/kWh 

託送工事費 
（申込後に工事費用が判明するためここでは想定値とした） 

100万円 
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表 6-9 自家消費型事業スキームの概算事業費算定結果（20年間） 

初期費用 建設コスト 436,061,475 円 

開発コスト 21,803,074 円 

自己託送工事費 1,000,000 円 

補助金※ -305,909,699 円 

維持管理費 修繕費 73,258,328 円 

利息（初期費用+１年目運転維持管理費の返済利息） 2,832,743 円 

保険料 2,820,743 円 

土地管理費用（民有地の借地料等） 16,000,000 円 

自己託送料金 295,213,008 円 

その他費用 ＰＣＳ積立 30,000,000 円 

撤去積立 21,803,070 円 

非常時の電源供給設備 3,800,000 円 

合計 617,653,071 円 

※補助金額は、建設コスト、開発コスト、自己託送工事費の合計金額の３分の２補助を想定し、458,864,549

円×（2/3）=305,909,699 円とした。 

 

表 6-10 太陽光発電事業の電力単価の算出結果 

20 年間の発電電力量 42,986,525 kWh 

20 年間の概算事業費 617,653,071 円 

電力単価 14.4 円/kWh 
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②現状の電力費用と自家消費型事業スキームの事業費の比較 

 上述（２）供給先施設の検討結果を踏まえ、電力供給先施設の前提条件を設定し（表 6-11）、

現状の電力契約形態における電力費用と自家消費型事業スキームの事業費用を比較した。

現状の電力契約形態における電力費用とは、各電力供給施設の現状の単価に基づき、太陽

光発電で供給できる電力と同量の電力を使用した場合に発生する費用である。その結果、

事業開始７年目には自家消費型事業スキーム事業費が現状の電力契約形態における電力費

用を下回ることが分かった。比較検討結果を表 6-12、図 6-6に示す。 

 

表 6-11 電力供給先施設の前提条件 

供給先施設 現状の単価（円/kWh） 供給電力量（kWh/年） 

①勤労コミュニティセンター 38.8 18,897 

②保健福祉センター 31.2 233,921 

③銚子市庁舎 21.1 960,416 

④銚子市衛生センター 19.7 （各年の発電電力量から①～③へ

の供給電力量を差し引いた量） 

 

表 6-12 現状の電力契約形態における電力費用と自家消費型事業スキームの事業費の比較結果 

（累積費用,単位：百万円） 

 1年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 10年目 20年目 

現状の電力 

契約形態 
48.8 97.5 145.9 194.1 242.0 289.8 337.3 478.5 934.7 

自家消費型事

業スキーム 
180.7 204.5 228.3 252.1 275.8 299.5 323.1 393.7 617.7 
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図 6-6 現状の電力費用と自家消費型事業スキームの事業費の比較結果 
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第７章 事業実施による効果の検討 

 

本章では、CO2削減効果の算定、CO2削減効果以外の効果の整理等の結果を概説する。 

 

7.1 CO2削減効果の算定 

（１）算定方法の検討 

CO2削減効果については、二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金の申請書類のひとつであ

るハード対策事業計算ファイルに従い、環境省「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック

(B.再生可能エネルギー発電用),H29.2」を参考とした。本計算ファイルでは、年間設備利用

率から設備容量当たりの発電量を算出し、設備容量当たりの発電量に CO2 排出係数を掛け

合わせて設備容量当たりの CO2 削減量を算出し、これに設備容量を掛け合わせることで年

間 CO2削減量及び累積 CO2削減量を算出している。 

 

（２）算定に当たっての前提条件の設定 

CO2削減効果の算定に当たっての前提条件を表 7-1に示す。 

表 7-1 CO2削減効果の算定に当たっての前提条件 

事項 設定内容 設定理由 

設備容量 1,824.5kＷ － 

導入する機器・ 

システムの種類 

太陽光発電 － 

耐用年数 20 年 国家戦略室コスト等検証委員会における

電源別耐用年数（稼動年数）より設定 

設備利用率 15.1％ 経済産業省調達価格等算定委員会第28回

資料より設定 

排出係数 0.000587 t-CO2/kWh 電気事業者別排出係数の代替値（平成 27

年度実績） 

 

（３）CO2削減効果の算定結果 

 年間 CO2削減量及び累積 CO2削減量を算定した結果を表 7-2に示す。 

表 7-2 CO2削減量の算定結果 

年間 CO2削減量 1,417 t-CO2/年 

累積 CO2削減量 28,333 t-CO2 （20 年間） 

 



 

巻末資料 5-40 

 

7.2  CO2削減効果以外の効果の整理 

処分場管理者との意見交換を踏まえ、本事業における CO2削減効果以外の期待される社会

的効果等を表 7-3のとおり整理した。 

 

表 7-3 処分場太陽光発電事業により期待される効果 

項目 効果 

エネルギーセキュリティ

の向上 

自家消費型事業スキームでは可動式の蓄電池を設置するた

め、災害時・非常時における電源の確保につながり銚子市の

エネルギーセキュリティの向上に貢献できる。 

環境学習への利用 太陽光発電所の概要説明パネルと発電状況の表示装置を設置す

ることで、発電施設を訪れた人の環境学習を支援することが可

能となる。また、社会科見学会を開催することで、地元の小・

中学生等の環境教育を行うことが可能となる。 

地域産業の活性化と 

雇用創出 

施工工事や維持管理業務を県内や市内の地元企業に委託するこ

とで、地元産業の活性化に貢献できる。 

処分場イメージの向上 地域住民は長塚埋没処分地について、迷惑施設との印象を少な

からず持っていると考えられるが、太陽光発電の導入により地

域住民の処分場等に対するイメージが向上することが期待され

る。 

地域のエネルギー政策等

への寄与 

銚子市が取り組んでいる「銚子市総合計画「銚子ルネッサンス

2025」 第二次基本計画」における再生可能エネルギーの利用

推進に貢献できる。また、地域エネルギー自給率の向上に寄与

できる。 
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第８章 事業実施に向けた必要手続き 

 

本章では、本事業に関連する法制度、各種法制度の届出･認可等に関する事前協議、地域

住民との合意形成の方法等に関する検討結果を概説する。 

 

8.1 本事業に関連する法制度 

最終処分場等へ太陽光発電設備を設置する際に、届出や許可などの事前協議が必要にな

ると考えられる法令等（不要となる法令等については、その理由）を表 8-1～2に示す。 

最終処分場に係る法令等は、土地の形質変更の内容や規模、最終処分場の状態（廃止前、

廃止後）、廃止前であれば処分場の所有者（市町村、民間）などによって手続きが変わるた

め、各処分場においては、それぞれの状況に応じた手続きを行う必要がある。 

 

表 8-1 処分場に関連する法令等 

法制度名 実施

主体 

概要 処分場

の状態 

処分場等太陽光に関する手続き等 

廃棄物の処

理及び清掃

に関する法

律 

環 境

省 

土地の形質変更を

行う際に必要とな

る。 

廃止前 一般廃棄物最終処分場（ただし、市町村が届出を

行った施設を除く）及び産業廃棄物最終処分場にお

いては、都道府県知事の許可が必要である。 

市町村が届出を行った一般廃棄物最終処分場に

おいては、都道府県知事へ届出が必要である。 

ただし、その変更が環境省令で定める軽微な変更

である時は、この限りではない。 

廃止後 都道府県知事により指定された指定区域内での

土地の形質を変更しようとする者は、都道府県知事

へ事前の届出を行う必要がある。 

ただし、この限りでない行為もある。  

なお、環境省令で定める措置が行われた不法投棄

地は、指定区域に含まれる。 

最終処分場

跡地形質変

更に係る施

行ガイドラ

イン 

環 境

省 

指定区域に おけ

る土地 の形質変

更 を行う際に役

立つ。 

廃止後 指定区域の指定範囲と指定方法、届出事項及び届

出が不要な場合の考え方、施行基準の具体的な内容

について、都道府県知事等や事業者が法の適正な執

行に資するための内容が整理されている。 
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法制度名 実施

主体 

概要 処分場

の状態 

処分場等太陽光に関する手続き等 

跡地利用 

計画に関す

る条例等 

地 方

公 

共 団

体 

最終処分場の跡地

利用を行う際に係

る。 

廃 止

前・廃止

後 

 

最終処分場の跡地利用を行う際には、その地域の

福祉向上、地域の活性化及び発展など、地域への還

元について検討を行うことが、持続的に最終処分場

の立地を推進するためにも重要である。  

そのため、地方公共団体は、条例などにより、跡

地利用計画を作成している。また、その計画を基に

跡地利用の事業者等に対し、開発工事を開始する前

に、周辺住民説明会などにより、その計画の概要を

周知し、住民の理解・協力を得ることを求めている。  

なお、民間の最終処分場については、地方公共団

体が条例などを基に指導要綱などを作成し、跡地利

用の指導を行っている場合もあることに注意する

必要がある。 

 

表 8-2 太陽光に関連する法令等 

法制度名 実施主体 概要 摘要 処分場等太陽光に関する手続き等 

電気事業

法 

経済産業

省 

電気工作物

の設置およ

び利用する

際に必要と

なる。 

廃止前

廃止後 

廃止後 

太陽光発電設備（50kW 未満を除く）は、

「自家用電気工作物」と定義されているた

め、保安規定を定め、電気主任技術者を選

任し、経済産業大臣に届出を行う必要があ

る。 

電気事業

者による

再生可能

エネルギ

ー電気の

調達に関

する特別

措置法 

経済産業

省 

電力事業者

に再生可能

エネルギー

を固定価格

で売電する

際に必要と

なる。 

廃止前

廃止後 

 

一般的な太陽光発電施設と同様に、経済

産業大臣へ設備認定の申請を、電気事業者

へ特定契約・接続契約の申し込みを行う必

要がある。 

 

 

なお、上記以外にも、場合によっては、所定の手続きが必要となる最終処分場もある。 
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8.2 各種法制度の届出･認可等に関する事前協議 

自家消費型事業スキームを自己託送制度により実施する場合には、東京電力パワーグリ

ッド株式会社に対して以下の手続き等が必要となる（詳細については東京電力パワーグリ

ッド株式会社に確認する必要あり）。 

・系統連系の接続検討申込み 

・非電気事業用であることを証明する資料の提出（非電気事業用であることを資源エネル

ギー庁担当部局に確認する） 

・「自己託送に係る指針」に記載されている密接な関係を証明する資料の提出 

・上記確認後「発電量調整供給兼基本契約申込書」の提出 

 

 

8.3 地域住民との合意形成の方法の検討 

地域住民に対しては、設置検討時と工事前において、以下を目的とした説明を行うこと

が重要と考えられる。 

○設置検討時 ：太陽光発電設備の事業を行うことについて同意を得ること。特に、生活

環境への影響（景観の変化、工事による粉塵の発生等）に関して十分な

説明を行い、同意を得ること。 
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第９章 今後の課題と将来展望 

 

本章では、銚子市 FS 調査の達成状況をとりまとめ、長塚埋没処分地で太陽光発電事業を

実施するための今後の課題と将来展望を整理した。 

 

（１）事業の意義･目標等に対する達成状況 

○処分場維持管理費用の負担軽減 

 自家消費型事業スキームの検討において、事業開始７年目に自家消費型事業スキームに

おける電力費用が電力契約形態における電力費用を下回ることが分かった。このことから、

７年以上の期間を想定する場合には、太陽光発電事業は処分場維持管理費用（銚子市財政）

の負担軽減に貢献することができる。一方で、本スキームは補助金の活用を想定しており、

処分場管理者にとって参考となる継続的なモデルケースとは言いがたい。自家消費型事業

スキームによる処分場太陽光発電事業のさらなる拡大にあたっては、補助を受けなくても

処分場維持管理費用の負担軽減につながる方法を検討する必要がある。 

 

○民間主導型のビジネスモデルの構築 

 銚子市 FS調査では民間事業者への土地貸しによる民間主導型のビジネスモデルを検討し

たが、整地コストの発生を起因として事業採算性は厳しい結果となった。現状では、民間

事業者による事業化の可能性は乏しいと考えられる。長塚埋没処分地のような大規模な整

地が必要となる処分場において民間主導型により事業を実施する場合には、整地コストを

可能な限り削減することに加え、自治体による整地コストの一部負担やその他優遇措置等

により事業化の気運を高めることが求められる。 

 

（２）長塚埋没処分地太陽光発電事業の今後の課題と将来展望 

○詳細設計の実施 

 今回実施した銚子市 FS調査では新たな盛土による荷重増加による処分場埋立内容物への

影響の検討や、自家消費型事業スキームの詳細なコスト設定までは行っていない。そのた

め今後の事業化にあたっては詳細設計を実施し、より具体的に事業化の可能性を検討する

ことが求められる。 

 

○系統連系の接続検討への申込みとその対応 

 事業化にあたっては民間主導型事業スキーム及び自家消費型事業スキームのどちらのス

キームについても系統連系に関する接続検討の申込みを行い、系統空き容量や系統連系負

担金等を確認する必要がある。接続検討により接続が困難と判断された場合には、自営線

の敷設などの別の方法を検討する必要がある。 
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○資金調達に係る調整 

自家消費型事業スキームでは、初期投資が約 3.5 億円必要であることがわかった。この

額を市の単年度予算で確保することは難しいため、事業化にあたっては市としての資金確

保のほか、地元金融機関等の調達候補先との調整を進めていく必要がある。また、国の補

助金事業に応募するにあたり、市内部における予算化等の調整をはかる必要がある。 

 

以上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

 

 

 

 

添付資料 事業計画書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業スキーム・事業性評価結果等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業計画の概要（案）】 

 

 

 

 

＜事業計画の全体概要＞ 

項目 概要 

事業実施エリア 長塚埋没処分地（右図） 

発電所全体の 
設備容量 

1,825kW 

年間発電量（予測） 2,257,098kWh/年 

概算事業費 
（民間主導型,大規
模整地費用込みの場

合） 

建設費：4億 3,606 万円 
その他開発コスト：4,643 万円 
修繕費：366 万円/年 
保険料：109 万円/年 
ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅ交換積立：300 万円/年 
（事業開始後 1 年目～10年目） 
施設撤去費用：241 万円/年 
（事業開始後 11年目～20年目） 

 

＜大規模整地の検討＞ 

 長塚埋没処分地はくぼ地に位置して

おり、処分場全体においてうねりや傾斜

が見受けられることから、太陽光発電事

業の実施にあたっては大規模な整地が

必要となる。処分場に関する既存情報を

収集・整理し、造成計画を立案し、整地

コストを試算した結果、約 7,100 万円で

あった。 

【背景・処分場の特徴】 
○昭和 52 年 3 月「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場

の技術上の基準を定める命令」適用以前に設置された処分場であるた

め、当時の地形図や埋立計画等の詳細なデータが整備されていない。 

○処分場はくぼ地に位置しており全体的に起伏の激しい地形となってい

る。また、処分場には０～４mの草木が生い茂っている。 

○埋立終了から 20 年以上経過しているが、発生ガスが廃止基準を満たし

ていないことから廃止の見込みがたっておらず、維持管理費用として年

間約 400 万円かかっている。 

【基本コンセプト】 
○全国には本市と同様に埋立は終了したものの、廃止基準を満たさず維持

管理費の負担に困っている処分場管理者は多い。そのような処分場管理

者にとって参考となるようなモデルケースを目指す。 

○民間事業者への土地貸しによる民間主導型のビジネスモデルの構築を目

指す。 

＜民間主導型事業スキーム＞ 

2017.3.31 Ver.1.0 

 

事業計画地写真 

概略設計図 

○概要 

民間事業者が地方公共団体から土地を賃借もしく

は使用許可を得て実施される事業スキーム。地方公共

団体は埋立終了後の処分場跡地の有効利用や維持管

理費用の負担軽減等を目的として、発電事業者を公募

することが多い。発電した電気はFIT制度を活用し一

般電気事業者に売電する。 

 

造成計画図① 造成計画図② 

＜自家消費型事業スキーム＞ ○概要 

自己託送制度を活用し、銚子市内の公共施設（衛

生センター、市庁舎など）に電力供給するスキー

ム。銚子市が発電事業者となる。 

 

○従来電力料金との比較 

 自家消費型事業スキームによる 20 年間の事業

費は約 6 億円と算出された。電力供給する公共施

設の現状の電力費用と比較した結果、事業開始７

年目に自家消費型事業スキーム事業費が現状の電

力契約形態における電力費用を下回ることが分か

った。 

○整地費用試算結果 

出典：資源エネルギー庁「自己託送に係る指針」 

○事業採算性 

整地費用込みの場合は PIRR＝3.01％となり採算性が

低い。なお、東京電力へ系統接続の事前相談を行った結

果、空き容量「0kW」の回答であった。 

 PIRR EIRR
整地費用込み 3.01% 1.41%
整地費用を銚子市が負担した場合 5.36% 5.42%
※売電単価21円/kWhとして試算

樹木伐採 667万円
盛土輸送 2,436万円
整地 4,038万円

合計 7,141万円
※一般管理費を含む
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（累積費用,単位：百万円）

1年目 ５年目 10年目 20年目

自家消費型事
業スキーム

180.7 275.8 393.7 617.7

478.5 934.7
現状の電力
契約形態

48.8 242


